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再生可能エネルギーと高速増殖炉推進に関する 
ロシア市民の評価

─ チェルノブイリ原発事故 30年後の中央連邦管区を事例として ─
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Abstract

　　This paper statistically analyzes whether there is a significant difference in the attitudes to the promotion of 
renewable energy and fast breeder reactors, taking the case of the Russian Central Federal District as an exam-
ple.
　　First, over 80% of Russian citizens favor renewable energy such as wind power, solar power or biomass 
power generation.　Citizens want to promote renewable energy, which has little popularity in the country, rather 
than persist with Russia’s main exhaustible energy sources.
　　Second, the reasons given by citizens for supporting renewable energy included the lower price of renew-
able energy, the ability to install it anywhere, the absence of concerns about exhaustibility, and that renewable 
energy has begun to spread around the world.　Furthermore, fast breeder reactors were supported by men and 
those with high average incomes, but not by women and those with low average incomes.　Citizens cited nuclear 
power as essential for economic growth and the ability to generate energy on an almost permanent basis as rea-
sons for favoring fast breeder reactors.　However, citizens cited the possibility of hijacking when transporting 
MOX fuel and that Russia has not yet promoted thermal power as an energy source as reasons for not supporting 
such energy sources.
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I　課　　　題

2011年 3月 11日の東日本大震災による地震
動と津波の影響により，東京電力福島第一原子
力発電所は炉心溶融など一連の放射性物質の放
出を伴った原子力事故を引き起こした。福島の
事故は，チェルノブイリ原子力発電所の事故で
被曝経験を持つ多くの EU諸国の電力政策を大
変換させた。EU諸国の中でも，ドイツは 2022

年までに，スイスも 2034年までに原発を全面

に廃止することを決定している（中村ら［1］，
中村・丸山［2］）。2011年以降，急速に成長し
たエネルギーは再生可能エネルギーである。
BP ［3］によると，世界の再生可能エネルギー
の発電量（2018 年）は，2011 年には 899.47 

 TWhであったが，2017年には 2,151.54 TWh

へと，2.39倍に急増した。EIA［4］によると，
世界の再生可能エネルギーの発電比率（BP 

［3］：2018年）は，2011年には 4.59%であっ
たが，2016年には 8.28%へと，1.80倍に急増
している。世界で再生可能エネルギーが普及し，
原発依存度を下げたり，全面廃止に向かったり
する国々が増えていく中で，2019年現在，高
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速増殖炉の商業発電及び営業運転を開始してい
るのはロシアのみである。ロシアは，国内に原
油や天然ガスの資源を豊富に抱え，再生可能エ
ネルギーの後進国であったが，再生可能エネル
ギーの増産を表明している［5］。ロシアは，
2035年までに水力発電以外の再生可能エネル
ギー発電量を 10倍以上に引き上げるとしてい
る［5］。ロシアは，高速増殖炉を含めた第 4世
代原子炉の開発を進める一方で再生可能エネル
ギーの増産も進めている。ロシアは，チェルノ
ブイリ原発事故による被災国でもあるのだが，
ロシアは今後，どのようなエネルギーを推進し
ていくのだろうか。
中津［6］は，ロシア経済が金融制裁によっ

てマイナス成長を続ける中で，世界的にも資源
安が進み，ロシアのエネルギー産業が窮地に立
たされていることを指摘している。溝口［7］は，
ロシアのエネルギー産業が国民総生産の 30%

以上を占める重要な産業であり，その発展は国
家政策の中でも特に重視されているものの，再
生可能エネルギーに関する政策が整備されてい
ないため，その普及率は極めて低いことを指摘
している。一方，片山［8］は，広大な国土を
有するロシアでは，再生可能エネルギーの潜在
的国内需要は大きく，その開発がロシアにとっ
て経済の近代化にも繋がる重要な課題であると
述べている。尾松［9］は，ロシアの再生可能
エネルギー支援制度を紹介した上で，極東での
再生可能エネルギー開発の観点から現行の制度
では資金，技術，人材面で不足しており，国際
的な共同活用が不可欠であることを指摘してい
る。
他方，福島の事故後，わが国の原子力利用に

対する意識調査は，内閣府［10］や日本原子力
文化財団［11］で実施されているが，原子力利
用の円滑推進に向けた具体的な提言にまで踏み
込んだものではない。篠田［12］は，一般市民
の原子力利用に対する態度の特徴を論じ，原子
力利用の円滑推進に向けた展開を示した。また

篠田・山野・鳥居［13］は，原子力利用と社会
の関係に関わる課題を摘出し，その解決に向け
た対応について論じている。他方，岡村［14］は，
放射性廃棄物に関して日本とドイツにおける議
論と現状について考察したうえで，ドイツでは
脱原発が決定しており，原子力政策が定まって
いるが，日本では原子力政策が定まらず，放射
性廃棄物処分場の候補地すら決まっていないこ
とを危惧している。宮坂［15］は，①福島の事
故の重篤度はどの程度のものであり，②事故が
生じなければ原発を続けても良いのか，③事故
による健康被害はどのようなものか，④原発が
なければ必要な電力を生産できないか，という
4つの論点を整理し，どの論点においても原発
は廃止しなければならないという結論を導いて
いる。
先行研究を総括すると，ロシアの再生エネル
ギーに関する先行研究は多く，わが国では高速
増殖炉を含めた原子力利用に関する意識調査は
実施されている。しかしながら，日本では原発
推進派と反対派によって原発政策の方向性が議
論されているが，ロシアでは，高速増殖炉を含
めて，エネルギー推進に関する意識調査を実施
した先行研究が見当たらなかった。ロシアおい
ても，社会的に有効なエネルギー政策を実現す
るためには，市民からその政策を評価してもら
うことは不可欠である。しかしながら，これま
での先行研究では，政策評価を検討するだけの
論拠を得ようとするだけの研究が十分ではな
く，市民から直接的にエネルギー政策を評価し
てもらい，分析した研究はなかった。
そこで本稿では，チェルノブイリ原発事故

30年後のロシア中央連邦管区を事例として，
市民が火力・原子力を含めた非再生可能エネル
ギーと風力・太陽光等の再生可能エネルギーを
推進する理由やしない理由，そして，高速増殖
炉を推進する理由やしない理由について，統計
的な差異があるのか分析する。本稿の具体的な
構成は以下の通りである。
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第 1に，調査設計とサンプル属性について説
明したうえで，ロシア人は非再生可能エネル
ギーと再生可能エネルギーをどの程度推進する
意思を持っているのか考察する。
第 2に，再生可能エネルギーを推進する理由

としない理由や，高速増殖炉建設に関する情報
公開の満足度や推進する理由としない理由につ
いて考察する。
第 3に，再生可能エネルギーの推進意思が，
個人属性や再生可能エネルギーを推進する理由
としない理由との関連性があるのか，統計的に
推計する。
第 4に，高速増殖炉の推進意思が，個人属性

や高速増殖炉を推進する理由としない理由との
関連性があるのか，統計的に推計する。 

最後に，再生可能エネルギーと高速増殖炉推
進に関するロシア市民の評価を総括し，今後，
わが国のエネルギー政策を立案する際の方向性
について検証する。

II　調 査 概 要

1.　調査設計

本節では調査設計とサンプル属性について説
明する1）。調査はSurveyMonkeyでWebアンケー
トを作成した上で，㈱ Cintが管理する消費者
パネルに対してアンケートを配信・調査を行っ
た。調査票の言語はロシア語である。調査対象
地域は中央連邦管区であり，302名が回答した。
集計日は 2018年 12月 10日（月）～14日（金）
である。調査は SurveyMonkey社から契約する
中央連邦管区の消費者パネル全員に対して，
我々の調査票の URLをメール等によって配信
し，Web上で調査票に記入してもらう方法を
とっている。 

なお，サンプル選定の際，性別，年齢別等な
どの組合せにより分類し，その各組から母集団
に比例する標本を選出するクオーター法（Quota 

Method）を選択する場合がある。SurveyMon-

keyでは，ロシア全土から連邦管区ごとにサン
プルを抽出できるが，中央連邦管区内の州に
よっては抽出することができないため，サンプ
リングは消費者パネル内の母集団の分布に従っ
た。集計は，SurveyMonkeyとの契約で，集計
開始日（2018年 12月 10日）から 300通が回
収できるまで集計され，集計終了日（2018年
12月 14日）に 300通が超えた時点で集計は打
ち切りとなった。本調査では，性別や年齢別等
に分類していないものの，ネット調査では，人
口が多い Moscow周辺からの回答が多いこと
や，中高年層の回答は少ないこと，エンジニア
や大卒者以上の学歴層が多いこと等，サンプル
に偏りがあることが予想される。 

そして最後に，本稿では，以下の 2つの帰無
仮説が棄却されるのか，検討したい。 

ロシアでは，チェルノブイリ原発事故を経験
している。そのため，原発事故を経験している
40歳以上の市民は再生可能エネルギーを推進
するかもしれない。そこで，①帰無仮説 H0 :

「チェルノブイリ原発事故を知っていても，再
生可能エネルギーを推進することに個人差はな
い」，対立仮説 H1 :「チェルノブイリ原発事故
を知っているならば，再生可能エネルギーを推
進することに個人属性による差はある」という
仮説が棄却されるか，検討したい。 

また，チェルノブイリ原発事故を経験してい
る市民は，核施設の危険性を知っているため，
高速増殖炉を推進しないかもしれない。そこで，
②帰無仮説 H0 :「チェルノブイリ原発事故を
知っていても，高速増殖炉を推進することに個
人属性による差はない」，対立仮説 H1：「チェ
ルノブイリ原発事故を知っているならば，高速
増殖炉を推進することに個人属性による差はあ
る」という仮説が棄却されるか，検討したい。 

2.　サンプル属性 

表 1は，サンプル属性を示している。まず，
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Moscow周辺だけで合計 66.2%を占めた。また，
原発事故による汚染が深刻な Oryol州や Tula

州がそれぞれ 3.3%を，Bryansk州が 1.3%を占
めた。職業は，一般事務勤務者が 32.1%と最

性別を見ると，男性が 43.0%，女性が 57.0%を
占めた。家庭内に 12歳以下の子供（もしくは孫）
がいる者が 55.3%を占めた。居住地域は，
Moscow 市 が 54.3%，Moscow 州 が 11.9%，

54

表 1　サンプル属性（n=302）

個人属性 度数 割合 個人属性 度数 割合

性
男性 130 43.0% 子

供
12歳以下子供いる 167 55.3%

女性 172 57.0% 12歳以下子供いない 135 44.7%

年
齢

29～20歳 43 14.2%

職
業

一般事務勤務者 97 32.1%

39～30歳 113 37.4% 公務員 37 12.3%

49～40歳 96 31.8% 工場勤務者 14 4.6%

59～50歳 42 13.9% 専門家/エンジニア 67 22.2%

69～60歳 7 2.3% 自営業 21 7.0%

70歳以上 1 0.3% 主夫/主婦 27 8.9%

平均・SD 40.4 10.0 退職者 18 6.0%

学
歴

中・高等学校 19 6.3% 求職者 7 2.3%

短大・専門 52 17.2% 学生 4 1.3%

大学 164 54.3% 産休/休職中/病気療養中 2 0.7%

大学院 67 22.2% その他 8 2.6%

極
東
連
邦
管
区
（
州
）

Moscow（モスクワ）市 164 54.3% 世帯員数平均・SD 3.36 1.1

Belgorod（ベルゴロド）州 3 1.0%

月
収

10,000RUB以下 15 5.0%

Bryansk（ブリャンスク）州 4 1.3% 10,001-20,000RUB 43 14.2%

Vladimir（ヴラジーミル）州 5 1.7% 20,001-30,000RUB 42 13.9%

Voronezh（ヴォロネジ）州 18 6.0% 30,001-40,000RUB 48 15.9%

Kostroma（コストロマ）州 3 1.0% 40,001-50,000RUB 48 15.9%

Kaluga（カルーガ）州 4 1.3% 50,001-60,001RUB 30 9.9%

Ivanovo（イヴァノヴォ）州 6 2.0% 60,001-70,000RUB 15 5.0%

Kursk（クルスク）州 4 1.3% 70,001-80,000 RUB 14 4.6%

Lipetsk（リペツク）州 9 3.0% 80,001-90,000 RUB 16 5.3%

Moscow（モスクワ）州 36 11.9% 90,001-100,000 RUB 9 3.0%

Oryol（オリョール）州 10 3.3% 100,001-120,000 RUB 11 3.6%

Ryazan（リャザン）州 2 0.7% 120,001-140,000 RUB 3 1.0%

Smolensk（スモレンスク）州 7 2.3% 140,001-160,000 RUB 2 0.7%

Tambov（タンボフ）州 4 1.3% 160,001-180,000 RUB 2 0.7%

Tver（トヴェリ）州 1 0.3% 275,001-300,000RUB 1 0.3%

Tula（トゥーラ）州 10 3.3% 300,000 RUB以上 3 1.0%

Yaroslavl（ヤロスラヴリ）州 11 3.6% 平均・SD 49,553 42,460

出所 : SurveyMonkeyによる調査結果から作成
注 : 1）　子供とは，中学生以下の子供を示す。
注 : 2）　年齢，所得の平均・SD（標準偏差）は階級値を用いて算出した。
注 : 3）　その他は，医師・医療関係者 2名，教育関係者 2名を含む。
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も多く，エンジニア/専門家（22.2%）や公務員
（12.3%）が多い。平均年齢 40.4歳であり，30

～39 歳（37.4%）や 40～49 歳（31.8%），20～
29歳（14.2%），及び 50～59歳（13.9%）の年
齢階層が多い1）。学歴は，大学（54.3%）が最
も多く，大学院が 22.2%，短大・専門が 17.2%

となっている2）。平均月収は 49,553 RUB（＝
ruble）であり，1 RUBを 0.0151 USDで換算す
ると，748.25 USDとなる。ロシアの 1人当た
り名目 GDP（2017年 IMF）は 10,956 USDで
あるが，年収に換算すると 8,979 USDとなり，
2017年の所得より低くなってしまう。2018年
に入り，USDに対して RUBが急落しているこ
ともあり，ロシアの所得は下落傾向にあること
が予想される。所得階層は 30,001-40,000 RUB

及び 40,001-50,000 RUBがそれぞれ 15.9%と最
も多く，10,001-20,000 RUBが 14.2%，20,001-

30,000 RUBが 13.9%となっている。 

 

III　アンケート集計結果

1.　ロシア人の電力源別推進意思の違い

まず，火力と原子力発電の 2つを非再生可能
エネルギーとし，また風力と太陽光発電の 2つ
を再生可能エネルギーとし，市民が推進する意
思を持つ電力を回答してもらった。 

表 2は，ロシア人が推進する意思を持つ電力
を示したものである。 

（1）　非再生エネルギーの推進意思 

1）火力発電の推進意思 

ロシアの電気料金は，EU加盟国の最も電気
料金の安い国と比べても半額，デンマークやド
イツと比べれば 4分の 1～5分の 1である［16］。

表 2　ロシア人が推進意思を持つ電力（n=302）

評価項目
評価

質問
とても推
進する

少し推進
する

どちらと
もいえな
い

あまり推
進しない

全く推進
しない

平均
標準偏差

火力発電の
推進

あなたは政府が火力発電を推進
するべきだと思いますか。

17.9% 37.4% 22.2% 14.2% 8.3% 3.424

54 113 67 43 25 1.178

原子力発
電の推進

あなたは政府が原子力発電を推
進するべきだと思いますか。

22.2% 35.1% 14.2% 16.9% 11.6% 3.394

67 106 43 51 35 1.312

風力発電の
推進

あなたは政府が風力発電を推進
するべきだと思いますか。

55.0% 29.5% 8.3% 5.0% 2.3% 4.298

166 89 25 15 7 0.977

太陽光発
電の推進

あなたは，政府が太陽光発電を
推進するべきだと思いますか。

55.3% 27.2% 9.3% 3.3% 5.0% 4.245

167 82 28 10 15 1.081

バイオエネ
ルギー発電
の推進

あなたは，政府がバイオエネル
ギー発電を推進するべきだと思
いますか。

45.4% 37.1% 8.6% 6.6% 2.3% 4.166

137 112 26 20 7 0.995

評価項目
評価

質問

再生可能
エネル
ギーを推
進する

再生可能
エネル
ギーを少
し推進す
る

どちらと
もいえな
い

枯渇性エ
ネルギー
を少し推
進する

枯渇性エ
ネルギー
を推進す
る

平均
標準偏差

再生可能エ
ネルギーの
推進

あなたは，政府が再生可能性エ
ネルギーの推進するべきだと思
いますか

61.3% 23.2% 10.6% 2.3% 2.6% 4.381

185 70 32 7 8 0.953
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DECC［17］によると，家庭用電気料金（2017年）
は，デンマークが 35.56 USD/100 kWh，ドイツ
が 34.36 USD/100 kWhであるが，ロシアは 7～
9 USD/100 kWh前後である。また EIA ［18］に
よると，ロシアは火力発電で電力の 65.48%

（2016年）を賄っている。そこで，ロシア政府
が『火力発電を推進』するべきかどうか尋ねた
結果，「とても推進する」（17.9%）者と「少し
推進する」（37.4%）を合計すると 55.3%の者
が推進する意思を持っていた。 

2）原子力発電の推進意思 

他方，EIA ［18］によると，ロシアは原子力
発電で電力の 17.85%（2016年）を賄っている。
BP［3］によると，ロシアの同発電量（2017年）
は 203.14 TWhであり，アメリカ（847.32 TWh），
フランス（398.36 TWh），中国（248.30 TWh）
に次ぐ，世界第 4位である。そこで，ロシア政
府が『原子力発電を推進』するべきかどうか尋
ねた結果，「とても推進する」（22.2%）者と「少
し推進する」（35.1%）を合計すると 57.3%の
者が推進する意思を持っていた。 

 
（2）　再生可能エネルギーの推進意思 

1）風力発電の推進意思 

ロシアでは，2035年までに水力発電以外の
再生可能エネルギー発電量を 10倍以上に引き
上げる計画である［5］。ロシアでは Yeysk（エ
イスク）や Kulikovo（クリコヴォ）， Tyupkildy

（チュプキリドィ）等の風力発電所などが稼働
している。そこで，ロシア政府が『風力発電を
推進』するべきかどうか尋ねた結果，「とても
推進する」（55.0%）者と「少し推進する」（29.5%）
を合計すると 84.4%の者が推進する意思を持っ
ていた。 

2）太陽光発電の推進意思 

ロシア南部には，日射量恵まれた地域が多く，
気候の温暖な南西部の黒海沿岸だけでなく，極

東シベリアの南部にも太陽光発電に適した地域
が帯のよう広っている［19］。特に南部の
Zabaykalsky（ザバイカリエ）地方，Primorsky（沿
海）地方等は，高度な日射レベルがあり，太陽
光エネルギーはドイツよりも豊富である。そこ
で，ロシア政府が『太陽光発電を推進』するべ
きかどうか尋ねた結果，「とても推進する」
（55.3%）者と「少し推進する」（27.1%）を合
計すると 82.5%の者が推進する意思を持って
いた。

3）バイオエネルギー発電の推進意思 

IRENA［20］によると，2014年のロシアに
おけるバイオ燃料及び廃棄物の利活用は全体で
年間 290 PJ（ペタジュール）であり，バイオ燃
料及び廃棄物のうちの 60%が廃棄され，40%

が固体及び気体燃料として利用される［21］。
全利活用のうち，63%が電力・地域熱供給に
使用され，残り 37%が主に建築物における熱
供給に向けられる［21］。国内でバイオエネル
ギーの一次エネルギー供給源としての重要性と
ポテンシャルが指摘されるようになってきたの
は，2012年 4月 24日に採択された『バイオ
2020』（2020年までのバイオテクノロジーの総
合開発プログラム）においてである［21］。そ
こで，ロシア政府が『バイオエネルギー発電を
推進』するべきかどうか尋ねた結果，「とても
推進する」（45.4%）者と「少し推進する」（37.1%）
を合計すると，太陽光発電と同数の 82.5%の
者が推進する意思を持っていた。 

4）非再生可能エネルギーと再生可能エネル
ギーの推進意思 

EIA ［18］によると，ロシアの世界の再生可
能エネルギー発電割合（2016年）は僅か 0.34%

であり，その発電割合は 185カ国中 141位であ
る。近年まで水力を除く自然エネルギー分野へ
の投資は低調であった［19］。ロシア政府は
2013年以降，「再エネ容量オークション」制度
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を導入し 導入し，自然エネルギー分野への投
資促進を図っている。再エネ容量オークション
では，風力・太陽光分野への認定規模が増えて
いる［19］。そこで，市民は『再生可能エネルギー
を推進』するのかどうか尋ねた結果，「推進する」
（61.3%）者と「少し推進する」（23.2%）者を
合計すると，84.5%の者が推進する意思を持っ
ていた。逆に火力や原子力発電等の『非再生可
能エネルギーを推進』するのか尋ねた結果，「推
進する」（2.6%）者と「少し推進する」（2.3%）
者を合計しても，市民のうち僅か 4.9%が推進
する意思を持つに過ぎなかった。 

2.　 再生可能エネルギーを推進する理由としな
い理由 

（1）　再生可能エネルギーを推進する理由 

再生可能エネルギーの長所は飯田［22］や
EPA［23］等によって，逆に短所は関西電力［24］
等，多数の書籍やHPによって議論されている。 

表 3は，再生可能エネルギーを推進する理由
を示した4）。その結果，「二酸化炭素を排出し
ないため，地球温暖化防止に役立つから」
（53.6%）という回答が最も多かった。BP ［3］
によると，ロシアの二酸化炭素排出量（2017年）

は 15.25億 tであり，中国（92.33億 t），アメ
リカ（50.88億 t），インド（23.44億 t）に次いで，
世界 79カ国中第 4位である。シベリア連邦管
区 Yakutsk（ヤクーツク）では，温暖化の影響
を受けて永久凍土が危険なレベルにまで解け始
め，建物の倒壊が進んでいる3）。ロシアの一部
では，温暖化を歓迎する見方もある5）ものの，
地球温暖化を防止するため，再生可能エネル
ギーを推進する意思を持つ者は多い。 

次いで「化石燃料のように枯渇する心配がな
いから」（49.7%）という回答が多かった。エ
ネルギー資源の確認埋蔵量は，新たな油田や鉱
山が発見され，技術革新によって変わっていく
可能性があるが，化石燃料は限りある資源であ
ることに変わりはない6）。ロシア経済は，エネ
ルギー資源に過度に依存しているため，国際市
況に左右され易く，不安定であることもあり，
市民の中には，化石燃料の枯渇を危惧する者は
少なくない。 

更に，「再生可能エネルギーを使った電力供
給が増えれば，再生可能エネルギーの価格も下
がると思うから」（46.4%）という回答も多かっ
た。太陽光発電のコストは，2009年には 35

円/kWhであったが，2017年には 10円/kWhへ

表 3　再生可能エネルギーを推進する理由（複数回答）

理由 度数 割合

二酸化炭素を排出しないため，地球温暖化防止に役立つから 162 53.6%

化石燃料のように枯渇する心配がないから 150 49.7%

再生可能エネルギーを使った電力供給が増えれば，再生可能エネルギーの価格も下がると思う
から 140 46.4%

各家庭やビルや工場など，どんな場所にも設置できるから 138 45.7%

再生可能エネルギー施設の建設によって，過疎地域の経済対策にもなるから 121 40.1%

どの発電方法も有害物質の排出がほとんどないから 90 29.8%

耐用年数が長いから 83 27.5%

世界中で再生可能エネルギーが普及し始めているから 81 26.8%

ロシアの科学技術力を世界にアピールすることができるから 77 25.5%

小規模分散型の発電所を建設しやすいから 75 24.8%

再生可能エネルギーを買い取る制度が始まったから 36 11.9%

その他 1 0.3%
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と下落し，他方，風力発電のコストは 1984年
には 70円/kWh，1999年には 20円/kWh，2014

年には 10円/kWhへと下落している［27］ 。再
生可能エネルギーの下落を見れば，今後も同価
格は下落し続けるだろう。 

加えて「太陽光パネルは各家庭やビルや工場
等，どんな場所にも設置できるから」（45.7%）
という回答も多い。太陽光パネルは基本的に設
置する地域に制限がなく，屋根や壁等の未利用
スペースに設置ができる［28］ 。また「再生可
能エネルギー施設の建設によって，過疎地域の
経済対策にもなるから」（40.1%）という回答
にも関連するが，再生可能エネルギーの施設は，
送電設備がない遠隔地の電源及び非常用電源と
しても利用できる［28］ 。国内企業 Hevel（ヘ
ベル）Solar［29］ は，エネルギー変換効率が
22%と高い太陽光発電モジュールの生産に成
功しており，世界第 3位の生産量である［30］。
これほどの効率のモジュールを現在生産できて
いるのは Panasonicと SUNPOWER（アメリカ）
だけであり，市民は太陽光発電モジュールに大
きな期待を寄せている。 

 
（2）　再生可能エネルギーを推進しない理由 

再生可能エネルギーは，自然に任せた発電で

あるため，電力が安定的に供給できないという
欠点を持っている（中村・矢野・丸山［31］ ）。 

表 4は，再生可能エネルギーを推進しない理
由を示した7）。その結果，「季節，時間，天候
などの自然条件に左右されやすいから」
（40.1%）という回答が最も多かった。天候な
どによって出力が大きく変動する太陽光や風力
発電が増えてくると，使い切れない電気を貯め，
足りない電気を補うための取組みが必要となる
［24］。「蓄電技術が開発されていないから」
（29.1%），「電力が安定的に供給できないから」
（28.5%）という理由も，2019年現在，蓄電技
術等が完成していないことと，再生可能エネル
ギーが自然条件に左右されやすいことと関連し
て，推進しない理由となっていた。 

また「発電所を設置する場所によって環境に
馴染まないから」（38.1%）という理由は 2番
目に多かった。ドイツの風力発電量（2017年
BP 統 計） は 55,876 MW で あ り， 中 国
（164,060.6 MW），アメリカ（87,543.6 MW）に
次いで世界 44カ国中第 3位であるが，ドイツ
南西部の Schwarzwald（シュヴァルツヴァルト）
では大型の風車が建設され，激しい景観論議が
交わされている［33］。ロシアでも，景観を重

表 4　再生可能エネルギーを推進しない理由（複数回答）

理由 度数 割合

季節，時間，天候などの自然条件に左右されやすいから 121 40.1%

発電所を設置する場所によって環境に馴染まないから 115 38.1%

蓄電技術が開発されていないから 88 29.1%

電力が安定的に供給できないから 86 28.5%

発電量が少ないから 81 26.8%

再生可能エネルギーを増やすことで電気代が高くなるから 73 24.2%

エネルギー密度が低いため大きな設備が必要となり，建設費が高いから　 71 23.5%

2011年以降，ロシアの電気料金自体が上昇しているから 64 21.2%

発電所との送電ネットワークが十分でないから 46 15.2%

風力や太陽光などの再生可能エネルギーが実用化されているとは思えないから 38 12.6%

ガソリン価格も電気料金も EUの半額であり，現状の電気料金に満足しているから 22 7.3%

その他 4 1.3%
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視し，かつ環境に配慮する市民は多いだろう。 

更に「エネルギー密度が低いため大きな設備
が必要となり，建設費が高いから」（23.5%）
という理由も少なくない。火力発電は太陽光発
電の 2分の 1のエリアで，出力が 200倍，発電
電力は 1,300倍，単位面積当たり 2,600倍以上
の発電電力量を誇る［24］。また原発 1基分を
代替する場合に必要な敷地面積は，太陽光発電
では山手線の内側面積とほぼ同じ 58 km2，風
力発電では山手線の内側面積の 3.4 倍の
214 km2が必要である（中村・矢野・丸山［31］）。
再生可能エネルギーには大きな設備が必要とな
るにも拘らず「発電量が少ないから」（26.8%）
という理由もあり，推進しないという市民も少
なくなかった。

3.　 ロシア人の高速増殖炉推進意思と建設に関
する情報公開 

第 1節ではロシア人が推進する意思を持つ電
力を考察してきたが，本節では市民は高速増殖
炉による原子力発電を推進する意思を持つの
か，検討する。まず，高速増殖炉とはどのよう
なものなのか，そしてロシアの高速増殖炉の開
発状況について考察する。 

 
（1）　ロシアの高速増殖炉 

1）高速増殖炉概要 

高速増殖炉 FRB（Fast Breeder Reactor）は，
高速中性子を用いた核分裂連鎖反応を実現し，
燃焼した核分裂プルトニウム量を上回る核分

裂性プルトニウムを，燃焼過程において生成す
ること，つまり核燃料を増殖（Breeding）する
ことができる特殊な原子炉である（吉岡［32］。
通常の原子炉ではウラン資源の 1%以下しか利
用できないが，高速増殖炉では理論的にはウラ
ン資源の大半を利用でき，事実上無尽蔵のエネ
ルギー源となる（吉岡［32］ ）。そうした特性
ゆえに高速増殖炉は「夢の原子炉」と呼ばれ，
原子炉開発の究極目標とみなされてきた（吉岡

（2012））。燃料には通常，ウラン・プルトニウ
ムの混合酸化物燃料MOX（Mixed Oxide）を使
い，冷却材に液体ナトリウムを使う（吉岡
［32］）。しかしながら，高速増殖炉は技術的・
経済的困難の大きさゆえに，多くの先進諸国で
は実用化されておらず，日本，アメリカ，欧州
等，大半の国々が開発を断念している。 

 

2）ロシアにおける高速増殖炉の開発状況 

世界の先進諸国が高速増殖炉の開発を断念す
る中で，2019年現在，発電を伴って高速増殖
炉を運転しているのは，世界でロシアのみであ
る。そのうち最大の炉は，2016年 10月にウラ
ル連邦管区 Sverdlovsk（スヴェルドロフスク）
州の Beloyarsk（ベロヤルスク）原子力発電所
で初稼動した BN-800で，電気出力 88万 kW

のナトリウム冷却の高速増殖炉である［34］。
1984年に建設が始まったが，チェルノブイリ
事故及びソ連崩壊後の経済混乱のため建設は一
次中断された［34］。しかし，2006年に建設が
再開され［34］，2015 年 12 月 10 日 PM9 : 21

に出力を 235MWに落として発電を開始した
［35］。 2016年 8月 17日には最大出力での運
転を開始し［36］，2016年 11月 1日から商業
運転に移行した［37］。BN-800にはMOX燃料
が利用されている［34］。現在，次世代の BN

タイプとして電気出力 122万 kWの BN-1200

が設計中で，2027年までの運転開始予定で計
画されている［34］。 

 
（2）　高速増殖炉の推進意思 

ロシアでは世界で唯一，高速増殖炉の商業運
転を開始し，次世代の高速増殖炉も設計中であ
るが，ロシア政府は市民に対してどの程度，情
報を公開しているのだろうか。 

表 5は，ロシア人が推進する高速増殖炉と建
設に関する情報公開について集計した結果を示
した。まず，ロシア政府は『高速増殖炉を推進』
するべきかどうか尋ねてみた。その結果，「と
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ても推進する」（18.9%）者と「少し推進する」
（32.5%）者を合計すると，51.4%の者が推進す
る意思を持っていた。ただし「どちらともいえ
ない」（26.5%）者も 4分の 1以上を占め，「全
く推進しない」（11.3%）者と「あまり推進し
ない」（10.9%）者を合計すると，22.2%の者が
高速増殖炉を推進する意思を持っていない。 

（3）　 高速増殖炉の建設に関する情報公開の満足
度 

続けて，ロシア政府が提供する『高速増殖炉
の建設に関する情報公開』に満足しているのか
どうかについても尋ねてみた。その結果，「ど
ちらともいえない」（47.0%）者が最も多かった。
そして「とても満足している」者は僅か 1.7%

に過ぎず，「満足している」（14.6%）者を合計
しても 16.3%の者が満足しているに過ぎない。
他方「全く満足していない」（13.2%）者と「あ
まり満足していない」（22.5%）者を合計すると，
35.8%の者が満足していない。チェルノブイリ
原発事故後，旧ソ連の sectionalismや秘密主義
に由来する体制の硬直化によって，Gorbachev

書記長の元に情報が届かず，言論・思想・集会・
出版・報道などの自由化・民主化が行われた。
この民主的な『情報公開』がGlasnostであり，『改
革』Perestroikaの重要な情報政策の一環とし
て展開された（中村ら［38］ ）。しかしながら，
高速増殖炉の建設に関する情報公開について

は，「満足している」（14.6%）者より「満足し
ていない」（35.8%）者の方が多かった。 

 
（4）　 ロシア人が推進するエネルギーとその評価

との関連性 

合わせて，ロシア人が推進するエネルギーと
その評価のポジショニングを図示するために，
コレスポンデンス分析を行った。同分析は，カ
テゴリー間の関係をマップによって視覚化する
分析である。このマップによって，近くに位置
しているものは，相対的に関連が強く，逆に遠
くに位置しているものは関連が弱いことを示
す。 

図 1は，ロシア人が推進するエネルギーとそ
の評価との関連性について同分析によって推計
した結果を示している。図中の縦軸（第 1軸）
は 0.8～－0.6の範囲以内に集中し，横軸（第 2

軸）は 0.8～－1.2の範囲にあるため，評価は近
似している。各軸の説明度（累積寄与率）は第
1軸で 88.1%，第 2軸を含めると 96.0%が説明
できている。第 2軸の貢献は低いものの，第 1

軸，第 2軸の χ2検定（行間差・列間差の有意
性の検定，残差の有意性の検定）の p値は第 1

軸，第 2軸ともに 1%以下の水準にあり，それ
ぞれ統計的に意味のある軸であることを示して
いる。それらの意味を解釈すれば，第 1軸は推
進するエネルギーと評価の布置を，第 2軸は非
再生可能エネルギーを推進するか，再生可能エ

表 5　ロシア人が推進意思を持つ高速炉とその建設に関する情報公開（n=302）

評価項目 評価
質問

とても
推進する

少し
推進する

どちらとも
いえない

あまり
推進しない

全く
推進しない

平均
標準偏差

高速炉の
推進

あなたは，政府が高速炉原
子力発電を推進するべきだ
と思いますか

18.9% 32.5% 26.5% 10.9% 11.3% 3.368

57 98 80 33 34 1.228

評価項目 評価
質問

とても満足
している

満足
している

どちらとも
いえない

あまり満足
していない

全く満足
していない

平均
標準偏差

高速炉の
建設に関する
情報公開

あなたは，政府が提供する
高速炉の建設に関する情報
公開に満足していますか。

1.7% 14.6% 47.0% 22.5% 13.2% 2.709

5 44 142 68 40 0.962
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ネルギーを推進するかの布置を示している。 

第 1象限は『再生可能エネルギー』『太陽光
発電』『今後の被災者支援継続』が位置しており，
『とても推進する』が近似している。第 2象限
は『高速増殖炉』が位置しており，『どちらと
もいえない』が近似している。「火力発電」は「全
く推進しない」が近似している。第 3象限は『原
子力発電』が位置しており，『あまり推進しない』
が近似していた。第 4象限は，『風力発電』『バ
イオエネルギー』が位置しており，『風力発電』
は第 1象限にある『とても推進する』が近似し
ている。 

以上，同分析の推計結果を総合的に考察する
と，市民は再生可能エネルギーをとても推進す
るが，高速増殖炉については評価が分かれた。 

4.　高速増殖炉を推進する理由としない理由 

（1）　高速増殖炉を推進する理由 

第 3節では，再生可能エネルギーを推進する
理由としない理由を考察してきたが，本節では

高速増殖炉を推進する理由としない理由を尋ね
た。高速増殖炉の長所は日本原子力研究開発機
構［39］ 等によって，逆に短所は小林［40］ や
吉岡［41］ 等，多数の書籍や HPによって議論
されている。 

表 6は，高速増殖炉（原子力発電）を推進す
る理由を示した8）。その結果，「高速増殖炉を
増やすことで電気代が安くなるから」（38.4%）
という理由が最も多かった。 

ここで，原子力発電比率が高い国は電力価格
が安いのか確認しよう。DECC［17］によると，
家庭用電気料金が高額な上位 5カ国（2017年）
は，デンマーク（35.56USD/100 kWh），ドイツ
（34.36 USD/100 kWh），ベルギー（28.43 USD/ 

100 kWh）， イ タ リ ア（27.43 USD/100 kWh），
スペイン（26.66 USD/100 kWh）である。EIA［4］
によると，デンマークやイタリアの原子力発電
比率（2016年）は 0%であるが，ベルギーは
51.9%で世界第 3位，スペインは 21.7%で世界

出所 : SurveyMonkeyによる調査結果から作成

図 1　ロシア人が推進するエネルギーとその評価との関連性（コレスポンデンス分析 : 度数）
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14位，ドイツは 13.1%で世界 20位である。 

また産業用電気料金が高額な上位 5カ国
（2017年）は，イタリア（18.02 USD/100 kWh），
日本（15.55 USD/100 kWh），ドイツ（14.29 USD/ 

100 kWh），スロバキア（12.88 USD/100 kWh），
ベルギー（12.75 USD/100 kWh）である。日本
の原子力発電比率（2016年）は 0.94%であり，
イタリアに次いで産業用電気料金は高額である
が，スロバキアの原子力発電比率は 54.25%で
あり，フランス（73.04%）に次いで世界 214

カ国中第 2位である。 

つまり，原子力で発電しているから電気料金
が安価とは言えず，その国のエネルギー政策に
影響するのだが，原発が増えると電気代は安価
になるという考え方はロシアにも多い。 

次いで「科学技術が向上してチェルノブイリ
のような原発事故が起こることはないから」
（37.1%）という理由が多かった。史上初の原
子力発電は，第二次世界大戦終結後の 1951年，
アメリカの高速増殖炉 EBR-Iで行われたが，
民用初の原子力発電は，1954年 6月 27日，旧
ソ連の Obninsk（オブニンスク）原子力発電所
が最初である（吉岡［AL］）。ロシア政府は，
天然資源輸出への過度の依存を軽減するために
原子力を含む先端産業の育成を進める方針で，
今後とも対外的な原子力ビジネスを積極的に推

進していく構えである［42］ 。ロシア人は，原
子力技術の高さに自信を持っていることが窺え
る。 

また，再生可能エネルギーとは対照的に「電
力が安定的に供給できるから」（36.4%），「ロ
シアの経済成長に，原発の電力は欠かせないか
ら」（35.4%），「22世紀に向けた研究開発投資
だから（34.4%）という高速増殖炉による原子
力発電に前向きに考える市民も多かった。 

（2）　高速増殖炉を推進しない理由 

表 7は，高速増殖炉を推進しない理由を示し
た9）。その結果，「チェルノブイリや福島のよ
うに事故を起こした時の被害が大きいから」
（57.3%）という理由が最も多かった。中央連
邦管区には，チェルノブイリ原発事故に由来す
る放射性物質によって，追加被曝量が年間
1mSvを超える「放射能汚染地域」が広がって
いる（中村ら［38］ ）。Bryansk（ブリャンスク）
州 Novozybkov（ノヴォズィプコフ）市等には「第
1ゾーン（隔離ゾーン）」及び「第 2ゾーン（義
務的移住ゾーン）」（1,480-3,700 kBq/m2の地域）
が，Bryansk州西部 Klintsy（クリンツィ）周
辺には「第 3ゾーン（保証された自主的移住ゾー
ン）」（555-1,480 kBq/m2の地域）が，Bryansk

州東部やOryol（オリョール）州及びTula（トゥー

表 6　高速炉原子力発電を推進する理由（複数回答）

理由 度数 割合

原子力発電を増やすことで電気代が安くなるから 116 38.4%

科学技術が向上してチェルノブイリのような原発事故が起こることはないから 112 37.1%

電力が安定的に供給できるから 110 36.4%

ロシアの経済成長に，原発の電力は欠かせないから 107 35.4%

22世紀に向けた研究開発投資だから 104 34.4%

ロシアの科学技術力を世界にアピールすることができるから 86 28.5%

二酸化炭素を排出しないため、地球温暖化防止に役立つから 77 25.5%

風力や太陽光などの再生可能エネルギーが実用化されているとは思えないから 34 11.3%

高速炉の技術が確立できれば外貨を獲得できるたら 33 10.9%

半永久的にエネルギーを生み出すことができるから 27 8.9%

その他 7 2.3%
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ラ）州周辺には「第 4ゾーン（放射線管理強化
ゾーン）」（185-555 kBq/m2の地域）が広がって
いる（中村ら［38］）。 

続けて「原発はどれだけ管理しても事故は避
けられないから」（32.8%）高速増殖炉を推進
しない者も多い。高速増殖炉を推進する理由と
して「科学技術が向上してチェルノブイリのよ
うな原発事故が起こることはないから」という
理由が 2番目に多かったが，原発の管理を危惧
する者も多かった。そして「冷却材である金属
ナトリウムの管理が難しく，漏出事故が何度も
起こっているから」（25.5%）という理由とも
関連するが，ロシアの高速増殖炉の原型炉であ
る BN-600も何度も冷却用ナトリウム漏れによ
る火災を起こしている。そのうえ，「巨額な開
発費用が掛かるから」（31.8%）高速増殖炉を
推進しない者も多い。ロシアの高速原型炉
BN-600や実証炉 BN-800に関する建設費は入
手できなかったが，もんじゅの研究開発の事業
費（予算）は，1兆 768億円（昭和 55（1980）
年度～平成 30（2018年）年度）である［39］ 。
高速増殖炉を推進する理由として「高速増殖炉
を増やすことで電気代が安くなるから」という
理由が最も多かったが，原発事故を危惧するだ
けでなく，巨額な開発費用を危惧する者も多
かった。 

その他「高速増殖炉は核兵器の材料となるプ
ルトニウム 239を大量に生産でき，核兵器に転
用できるから」（28.1%），「MOX燃料を輸送す
る際，テロリストなどにハイジャックされる可
能性があるから」（20.9%）等，軍事転用やテ
ロを危惧して，推進しない者も少なくなかった。 

IV　回帰分析結果 

本章では，再生可能エネルギーと高速増殖炉
の推進意思が，推進する理由や推進しない理由
及び個人属性によって，どのくらい統計的な差
異があるのか，順序ロジットモデルを適用し，
分析する。この手法は，被説明変数が序数で表
されている場合に用いる。本章では，再生可能
エネルギーや高速増殖炉の推進意思とその理由
との関連性について推計する。 

 1.　順序ロジットモデル 

（1）　推計方法 

1）　目的変数 

まず，『再生可能エネルギーの推進意思』（表
2参照）と，『高速増殖炉の推進意思』（表 5参照）
を目的変数として推計する。 

『再生可能エネルギーの推進意思』について
は，非再生可能エネルギーを推進する＝1，非

表 7　高速炉原子力発電を推進しない理由（複数回答）

理由 度数 割合

チェルノブイリや福島のように事故を起こした時の被害が大きいから 173 57.3%

原発はどれだけ管理しても事故は避けられないから 99 32.8%

巨額な開発費用が掛かるから 96 31.8%

高速炉は核兵器の材料となるプルトニウム 239を大量に生産でき，核兵器に転用できるから 85 28.1%

冷却材である金属ナトリウムの管理が難しく，漏出事故が何度も起こっているから 77 25.5%

MOX燃料を輸送する際，テロリストなどにハイジャックされる可能性があるから 63 20.9%

風力や太陽光等の再生可能エネルギーのコストが急激に低下し，普及しつつあるから 57 18.9%

ヨーロッパや日本のように，原発を縮小・段階的廃止の方針をうち出している国が多いから 48 15.9%

ロシアは天然ガスと石油が豊富なので，火力発電で電力を賄えるから 45 14.9%

緊急炉心冷却装置（ECCS）を付けられないなど，技術が未完成であるから 29 9.6%

その他 5 1.7%
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再生可能エネルギーを少し推進する＝2，どち
らともいえない＝3，再生可能エネルギーを少
し推進する＝4，再生可能エネルギーを推進す
る＝5として推計する。 

『高速増殖炉の推進意思』については，推進
する＝1，少し推進する＝2，どちらともいえな
い＝3，あまり推進しない＝4，全く推進しない
＝5として推計する。 

 

2）　説明変数 

説明変数は，『再生可能エネルギーの推進意
思』及び『高速増殖炉の推進意思』の両推計式
とも，個人属性を導入する。 

個人属性に関する説明変数は，性別（男性
=1，女性 =0），地域（Moscow 市＝1，Mos-

cow市以外＝0），12歳以下の子供（いる =1，
いない =0）の 3つを質的変数（ダミー変数）
として導入した。 

更に，年齢，世帯員数，教育（学歴），所得（平
均収入）の 4つを連続変数として導入した。こ
こで，年齢と所得については，各階層の級代表
値（例：年齢「40～50歳」ならば 45歳，所得
「80,001-90,000 RUB」ならば 8.5万 RUB）を算
出し，これを離散変数として連続変数に導入し
た。また，教育（（学歴））については，高校 1

～大学院 4のように得点化した離散変数とし
て，説明変数に導入した10）。 

個人属性に加えて，『再生可能エネルギーの
推進意思』の推計式には，「再生可能エネルギー
を推進する理由」（表 3参照）と「再生可能エ
ネルギーを推進しない理由」（表 4参照）を，『高
速増殖炉の推進意思』の推計式には，「高速増
殖炉を推進する理由」（表 6参照）と「高速増
殖炉を推進しない理由」（表 7参照）を導入し
た 

各説明変数は Backward Selection methodを
用いて，20%有意水準以上の説明変数を削除し，
有意水準 1～10%で有意であった変数だけが残
るように，最適な推計結果が得られるまで推計

した。 

以下，表にある cutとは閾値変数を示し，Pr

（y=1）= Pr（βx<cut1），Pr（y=2）= Pr

（cut1<βx<cut2）のように対応している（yは
従属変数のカテゴリー，xは説明変数，βはパ
ラメータ）。 

2.　 再生可能エネルギーの推進意思とその理由
との関連性 

表 8は，再生可能エネルギーの推進意思とそ
の理由との関連性に関する推計結果を示した。
表中の cutは，cut5（再生可能エネルギーを推
進する）を基準として，cut1は「非再生可能
エネルギーを推進する」～cut4は「再生可能
エネルギーを少し推進する」を示す。その結果，
疑似 R2は 0.097と低いが，回帰係数がゼロで
あることを帰無仮説とする尤度比検定は，表中
のモデルで棄却されている。 

 
（1）　回帰係数 

まず，回帰係数をみると，『地球温暖化防止
に役立つ』（0.921），『枯渇する心配がない』
（0.640），『どんな場所にも設置できる』（0.665），
『世界中で再生可能エネルギーが普及し始めて
いる』（0.594），『再生可能エネルギー価格も下
がる』（0.674）という係数が正値を示した。他方，
『小規模分散型の発電所を建設しやすい』
（－0.615）という係数が負値を示した。 

これらの 6つの「再生可能エネルギーを推進
する理由」以外の理由については有意水準 10%

でも有意ではなく，かつ 2つの個人属性（世帯
員数及び子供の有無）についても有意ではない。
そのため，チェルノブイリ原発事故を知ってい
ても，再生可能エネルギーを推進することに個
人属性による差はないといえるので，帰無仮説
①は棄却されなかった。 

（2）　限界効果 

次に，限界効果は「非再生可能エネルギーを
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推進する」から「再生可能エネルギーを推進す
る」までの 5つの限界効果を推計した。 

まず『地球温暖化防止に役立つ』と考えてい
る者は「非再生可能エネルギーを推進する」
（－0.016）から「再生可能エネルギーを少し推

進する」（－0.113）まで負値を示すが，「再生
可能エネルギーを推進する」（0.211）が正値で
大きい。 

同様に『再生可能エネルギー価格も下がる』，
『どんな場所にも設置できる』，『枯渇する心配

表 8　再生可能性エネルギーの推進意思とその理由との関連性に関する推計結果

変数

再生可能性エネルギー
の推進

枯渇性エネル
ギーを推進する

枯渇性エネル
ギーを

少し推進する

どちらとも
いえない

再生可能エネル
ギーを

少し推進する

再生可能エネル
ギーを推進する

係数 標準
誤差 p値 dy/dx 

標準
誤差 dy/dx 

標準
誤差 dy/dx 

標準
誤差 dy/dx 

標準
誤差 dy/dx 

標準
誤差

地球温暖化防止
に役立つ 0.921 0.254 0.000 *** －0.016 0.007 ** －0.014 0.007 ** －0.067 0.021 *** －0.113 0.033 *** 0.211 0.057 ***

枯渇する心配が
ない 0.640 0.253 0.012 ** －0.011 0.006 * －0.010 0.005 * －0.045 0.019 ** －0.081 0.033 ** 0.146 0.057 **

どんな場所にも
設置できる 0.665 0.272 0.015 ** －0.011 0.006 * －0.010 0.005 * －0.046 0.020 ** －0.084 0.035 ** 0.151 0.060 **

小規模分散型の
発電所を建設し
やすい

－0.615 0.324 0.057 * 0.012 0.008 0.011 0.007 0.048 0.029 * 0.075 0.038 ** －0.146 0.078 *

過疎地域の経済
対策にもなる 0.476 0.289 0.100 －0.008 0.005 －0.007 0.005 －0.032 0.020 －0.061 0.037 0.108 0.064 *

世界中で再生可
能エネルギーが
普及し始めてい
る

0.594 0.307 0.053 * －0.009 0.005 * －0.008 0.005 * －0.038 0.018 ** －0.076 0.039 * 0.130 0.063 **

再生可能エネル
ギー価格も下が
る

0.674 0.270 0.013 ** －0.011 0.006 * －0.010 0.005 * －0.047 0.019 ** －0.085 0.035 ** 0.153 0.060 **

建設費が高い 0.418 0.313 0.181 －0.006 0.005 －0.006 0.004 －0.027 0.019 －0.054 0.04 0.093 0.066

世帯員数 0.183 0.116 0.114 －0.003 0.002 －0.003 0.002 －0.013 0.008 －0.023 0.015 0.042 0.027

子供いる＝1 0.216 0.152 0.157 －0.004 0.003 －0.003 0.003 －0.015 0.011 －0.028 0.02 0.050 0.035

cut1 －1.092 0.717 0.002 ***

cut2 －0.426 0.675 0.038 **

cut3 0.929 0.652 0.533

cut4 2.388 0.666 0.000 ***

尤度比 －289.3

AIC 606.5

χ2 0.000 ***

疑似 R2（McFad-
den） 0.097

注 : 1）　＊＊＊，＊＊，＊は 1%，5%，10%の水準で統計的に有意であることを示す（表 9も同様）。
注 : 2）　 cutとは閾値を表し，cut5（再生可能エネルギーを推進する）を基準（ベースカテゴリ）として，cut1は「枯渇性エネルギー

を推進する」～cut4は「再生可能エネルギーを少し推進する」を示す。
注 : 3）　 推計式には，7つの個人属性と，再生可能エネルギーを推進する理由としない理由を導入しているが，Backward Selection 

methodを用いて，20%有意水準以上の説明変数を削除し，有意水準１～10%で有意であった変数だけが残るように，最適
な推計結果が得られるまで推計した。

注 : 4）　限界効果（dy/dx）の p値については紙面の関係で省略した（表 9も同様）。
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がない』，『世界中で再生可能エネルギーが普及
し始めている』と考えている者は，「非再生可
能エネルギーを推進する」から「再生可能エネ
ルギーを少し推進する」までの限界効果は負値
を示している。そして『再生可能エネルギー価
格も下がる』，『どんな場所にも設置できる』，『枯
渇する心配がない』，『世界中で再生可能エネル
ギーが普及し始めている』と考えている者は「再
生可能エネルギーを推進する」（各 0.153，0.151，
0.146，0.130）。 

つまり，市民は再生可能エネルギーが枯渇し
ないことを考慮し，地球温暖化防止に役立つと
考え，今後はエネルギー価格も下がることを予
想して推進していることが推測される。 

また，回帰係数は有意ではないが，『過疎地
域の経済対策にもなる』と考えている者は「再
生可能エネルギーを推進する」（0.108）。ロシ
アは国土も広いため，中央からの送電網も過疎
市域では整備されていない地域が多い。そのた
め，どんな場所にも設置できる再生可能エネル
ギーの普及を望み，同エネルギーが過疎地域の
経済対策になると考えていた。 

逆に，『小規模分散型の発電所を建設しやす
い』と考えている者は，「非再生可能エネルギー
を推進する」（0.012）から「再生可能エネルギー
を少し推進する」（0.075）まで正値を示すが，「再
生可能エネルギーを推進する」（－0.146）が負
値で大きい。ロシアは国土が広いため，小規模
分散型の発電所を作るというメリットは感じて
いなかった。

3.　 高速増殖炉の推進意思とその理由との関連
性 

表 9は，高速増殖炉の推進意思とその理由と
の関連性に関する推計結果を示した。表中の
cutは，cut5（とても推進する）を基準として，
cut1は「全く推進しない」～cut4は「少し推
進する」を示す。 

 

（1）　回帰係数 

回帰係数をみると，『22世紀に向けた研究開
発投資』（0.662），『科学技術力をアピールする
ことができる』（0.432），『原発を増やすことで
電気代が安くなる』（0.868），『経済成長に原発
の電力は欠かせない』（1.197），『電力が安定的
に供給できる』（0.506），『半永久的にエネルギー
を生み出すことができる』（1.021）という係数
が正値を，逆に『MOX燃料を輸送する際ハイ
ジャックされる可能性がある』（－0.641），『ロ
シアは火力発電で電力を賄える』（－0.628）と
いう係数が負値を示した。個人属性としては，
『男性』（0.658）や『平均収入』（0.006）が正値
を，『平均年齢』（－0.021）が負値を示した。
ここで平均年齢が高い者は，高速増殖炉を推進
しないことが明らかにされたため，個人属性に
よる差はあることがわかる。つまり，「チェル
ノブイリ原発事故を知っていても，高速増殖炉
を推進することに個人属性による差はない」と
いう帰無仮説②は棄却された。 

 
（2）　限界効果 

性別の限界効果を見ると，「全く推進しない」
（－0.042）から「どちらともいえない」（－0.076）
者までは負値を示すため，女性は高速増殖炉を
推進しない。逆に「少し推進する」（0.086）と「と
ても推進する」（0.076）者は正値を示すため，
男性は高速増殖炉を推進する。 

また，平均収入の限界効果を見ると，「全く
推進しない」（－0.0003672）から「どちらとも
いえない」（－0.0006453）者までは限りなく 0

に近いが負値を示すため，平均収入が低い者は
高速増殖炉を推進しない。逆に「少し推進する」
（0.001）と「とても推進する」（0.001）者は正
値を示すため，平均収入が高い者は高速増殖炉
を推進する。 

更に『経済成長に原発の電力は欠かせない』
と考えている者は，「全く推進しない」（－0.069）
から「どちらともいえない」（－0.140）まで負
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表 9　高速炉の推進意思とその理由との関連性に関する推計結果

変数

高速炉の推進 全く推進しない あまり推進
しない

どちらとも
いえない 少し推進する とても推進する

係数 標準
誤差 p値 dy/dx 

標準
誤差 dy/dx 

標準
誤差 dy/dx 

標準
誤差 dy/dx 

標準
誤差 dy/dx 

標準
誤差

22世紀に向けた
研究開発投資 0.662 0.238 0.005 *** －0.040 0.015 *** －0.044 0.016 *** －0.079 0.031 ** 0.083 0.029 *** 0.080 0.032 **

科学技術力をア
ピールすること
ができる

0.432 0.251 0.086 * －0.026 0.014 * －0.029 0.016 * －0.052 0.032 0.055 0.030 * 0.052 0.032

原発を増やすこ
とで電気代が安
くなる

0.868 0.239 0.000 *** －0.053 0.016 *** －0.058 0.017 *** －0.101 0.031 *** 0.107 0.029 *** 0.105 0.033 ***

経済成長に原発
の電力は欠かせ
ない

1.197 0.246 0.000 *** －0.069 0.016 *** －0.076 0.018 *** －0.140 0.033 *** 0.133 0.029 *** 0.153 0.037 ***

電力が安定的に
供給できる 0.506 0.245 0.039 ** －0.031 0.015 ** －0.034 0.017 ** －0.060 0.030 * 0.066 0.031 ** 0.059 0.031 *

半永久的にエネ
ルギーを生み出
すことができる

1.021 0.429 0.017 ** －0.047 0.015 *** －0.056 0.020 *** －0.132 0.056 ** 0.082 0.020 *** 0.153 0.081 *

MOX 燃料を輸
送する際ハイ
ジャックされる
可能性がある

－0.641 0.275 0.020 ** 0.049 0.026 * 0.049 0.023 ** 0.060 0.022 *** －0.096 0.045 ** －0.062 0.024 ***

ロシアは火力発
電で電力を賄え
る

－0.628 0.326 0.054 * 0.050 0.031 0.049 0.028 * 0.057 0.023 ** －0.096 0.053 * －0.059 0.027 **

原発を縮小・段
階的廃止の方針
をうち出してい
る国が多い

－0.514 0.315 0.103 0.039 0.028 0.039 0.027 0.050 0.025 ** －0.077 0.051 －0.050 0.027 *

原発はどれだけ
管理しても事故
は避けられない

－0.354 0.241 0.143 0.024 0.018 0.026 0.018 0.038 0.025 －0.050 0.036 －0.038 0.025

男性＝1 0.658 0.236 0.005 *** －0.042 0.016 *** －0.045 0.017 *** －0.076 0.029 *** 0.086 0.031 *** 0.076 0.029 ***

平均年齢 －0.021 0.011 0.055 * 0.001 0.001 * 0.001 0.001 * 0.002 0.001 * －0.003 0.002 * －0.002 0.001 *

平均収入 0.006 0.003 0.043 *** 0.000 0.000 ** 0.000 0.000 * －0.001 0.000 * 0.001 0.000 * 0.001 0.000 **

cut1 －1.913 0.499 0.000 ***

cut2 －0.972 0.481 0.001 ***

cut3 0.584 0.478 0.000 ***

cut4 2.598 0.505 0.000 ***

尤度比 －400.3

AIC 834.6

χ2 0.000 ***

疑似 R2（McFad-
den） 0.128

注 : 1）　 cutとは閾値を表し，cut5（とても推進する）を基準（ベースカテゴリ）として，cut1は「枯渇性エネルギーを推進する」～
cut4は「少し推進する」を示す。

注 : 2）　 推計式には，7つの個人属性と，高速炉を推進する理由としない理由を導入しているが，Backward Selection methodを用いて，
20%有意水準以上の説明変数を削除し，有意水準１～10%で有意であった変数だけが残るように，最適な推計結果が得られ
るまで推計した。
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値を示すが，高速増殖炉を「とても推進する」
（0.153）や「少し推進する」（0.133）が正値で
大きい。 

同様に「半永久的にエネルギーを生み出すこ
とができる」と考えている者も，「全く推進し
ない」（－0.047）から「どちらともいえない」
（－0.132）まで負値を示すが，高速増殖炉を「と
ても推進する」（0.153）や「少し推進する」
（0.082）が正値で大きい。 

更に，『原発を増やすことで電気代が安くな
る』と考えている者も，「全く推進しない」
（－0.047）から「どちらともいえない」（－0.132）
まで負値を示すが，高速増殖炉を「とても推進
する」（0.105）より「少し推進する」（0.107）
が正値で大きい。 

加えて，『22世紀に向けた研究開発投資』や
『科学技術力をアピールすることができる』，『電
力が安定的に供給できる』と考えている者も，

高速増殖炉を「とても推進する」（各 0.080，
0.052，0.059）より「少し推進する」（各 0.083，
0.055，0.066）が正値で大きい。 

他方，『MOX燃料を輸送する際ハイジャック
される可能性がある』と考えている者は，「と
ても推進する」（－0.062）から「少し推進する」
（－0.096）まで負値を示し，高速増殖炉を「全
く推進しない」や「あまり推進しない」（各 0.049）
が正値を示している。ロシアでは南オセチア紛
争 （2008年）やクリミア危機・ウクライナ東部
紛争（2014年～）等，軍事的緊張や衝突が続
いている地域があるため，ハイジャックを危惧
する市民は高速増殖炉を推進しない。 

また，『ロシアは火力発電で電力を賄える』
と考えている者は，「とても推進する」（－0.059）
から「少し推進する」（－0.096）まで負値を示し，
高速増殖炉を「あまり推進しない」（0.049）が
正値を示している。第Ⅲ章第 2節でも先述した
が，ロシアは火力発電で 6割強の電力を賄い，
欧州の電力価格の 5分の 1程度であることもあ
り，高速増殖炉を利用しなくても，火力発電で

電力を賄えると考えている市民も多かった。 

以上，推計結果を総括すると，原発は経済成
長に欠かせない電力であり，半永久的にエネル
ギーを生み出すことのできる利点を理解してい
る市民は，高速増殖炉を強く推進していた。ま
た，高速増殖炉は電力を安定的に供給すること
ができ，ロシアの科学技術力を向上させる開発
投資であるため，高速増殖炉を多少推進する市
民も多かった。ただし，MOX燃料のハイジャッ
クを危惧する市民や，火力発電で電力を賄おう
とする市民は高速増殖炉をあまり推進しなかっ
た。 

 

V　結　　　論 

本稿では，ロシア中央連邦管区を事例として，
再生可能エネルギーや高速増殖炉の推進意思に
有意な差異があるのか，統計的に分析した。 

第 1に，市民が非再生可能エネルギーと再生
可能エネルギーをどの程度推進する意思を持つ
のか考察した結果についてである。ロシアでは
市民の 8割強が風力や太陽光，バイオマス発電
等の再生可能エネルギーを推進していた。他方，
市民の 5割強が原子力発電や火力発電を推進し
た。市民は，ロシアの主力的な非再生可能エネ
ルギーより，国内ではほとんど普及していない
再生可能エネルギーの推進を望んでいた。市民
は再生可能エネルギーが地球温暖化防止に役立
ち，枯渇しないことや世界で普及していること
も理解して推進していた。 

第 2に，再生可能エネルギーと高速増殖炉を
推進する理由としない理由について考察した結
果についてである。再生可能エネルギーは，地
球温暖化防止に役立ち，化石燃料のように枯渇
する心配がないため，推進する者が多かった。
ただし，再生可能エネルギーは，自然条件に左
右されやすく，蓄電技術が開発されていないこ
ともあり，電力も安定的に供給できないため，
推進しない者も多かった。他方，市民の 5割強
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が高速増殖炉を推進していたが，その建設に関
する情報公開については，満足している者より
満足していない者の方が圧倒的に多かった。高
速増殖炉は，増やすことで電気代が安くなり，
科学技術が向上してチェルノブイリのような原
発事故が起こることはないため，推進する者が
多かった。ただし，チェルノブイリや福島のよ
うに事故を起こした時の被害が大きく，原発は
どれだけ管理しても事故は避けられないため，
推進しないという者も多かった。 

第 3に，再生可能エネルギーの推進意思が，
個人属性や再生可能エネルギーを推進する理由
としない理由との関連性があるのか，統計的に
推計した結果についてである。地球温暖化防止
に役立つことや，今後は再生可能エネルギー価
格も下がること，どんな場所にも設置できるこ
と，枯渇する心配がないこと，世界中で再生可
能エネルギーが普及し始めていること等が推進
する理由であった。ただし，国土が広いロシア
では小規模分散型の発電所を建設しやすいこと
は，推進する理由にはならなかった。 

第 4に，高速増殖炉の推進意思が，個人属性
や高速増殖炉を推進する理由としない理由との
関連性があるのか，統計的に推計した結果につ
いてである。高速増殖炉は，男性や平均収入が
高い者が推進するが，女性や平均収入が低い者
は推進しなかった。経済成長に原発の電力は欠
かせないことや，半永久的にエネルギーを生み
出すことができること等が推進する理由であっ
た。ただし，MOX燃料を輸送する際ハイジャッ
クされる可能性があることや，ロシアは火力発
電で電力を賄えること等は推進する理由にはな
らなかった。 

最後に，再生可能エネルギーと高速増殖炉推
進に関するロシア市民の評価を総括した結果，
火力や原子力発電に依存しているロシアでも再
生可能エネルギーを推進する者は多かった。脱
原発を宣言しているドイツや，福島の事故後も
原発を推進するフランスでも，再生可能エネル

ギーを推進するという結果が得られており（中
村ら［1］，中村・丸山［2］），ロシアでも同様
の結果が得られた。そして，チェルノブイリ原
発事故を知っていても，再生可能エネルギーを
推進することに個人差はなく，帰無仮説は棄却
されなかった。つまり，再生可能性エネルギー
を推進しようという意思は，ロシア市民に共通
する意思であった。 

他方，ロシアは世界で唯一，高速増殖炉を商
業運転している国であるが，市民は高速増殖炉
が価値を生み出だすことに肯定的な者も多かっ
た。わが国では，福島第一原発事故以来，再生
可能エネルギーが倍増し，11.54%（2016年
EIA）の電力が賄われている。今後，世界的に
再生可能エネルギー価格が下落し，高速増殖炉
の安全性が確認されないことを考えると，わが
国で高速増殖炉を開発することは難しいかもし
れない。ロシア人が高速増殖炉の価値を認める
という結果は，アメリカで原子力から撤退せず，
軍事目的で核開発を推進したいと考える者が多
いことに似ている（中村・矢野・丸山［43］）。
この結果がロシア人の特性なのかは，わが国や
他の先進国との調査結果を今後比較しないと明
確な結果は得られないため，今後の課題となろ
う。しかしながら，ロシアの高速増殖炉の推進
意思は，電力が安定的に供給できることや科学
技術力の向上，22世紀に向けた研究開発投資
にあることは，ロシア人の特性といえるだろう。
そして，チェルノブイリ原発事故から 30年を
経過しているが，事故を知る世代は，高速増殖
炉を推進せず，帰無仮説が棄却された。つまり，
原発事故を知る世代は高速増殖炉を推進しな
かった。ロシアでは，高速増殖炉の価値を認め
る者がいる一方で，チェルノブイリ原発事故を
経験した者は推進せず，ロシア全体の総意とし
ては再生可能エネルギーを推進したいと考える
者は多かったことが明らかにされた。 

再生可能エネルギーは枯渇することがなく，
半永久的にエネルギーを生み出すことができる
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メリットを持つ一方で，自然条件に左右され，
現時点では電力価格は上昇してしまうというデ
メリットがある。今後，ロシアでは，再生可能
エネルギーと高速増殖炉の開発をバランスよく
進め，安価で安定的な電力供給システムを構築
することが望まれる。 

なお，本稿は出版までに時間がかかり，出版
前にロシアのウクライナ軍事侵攻が起こってし
まった。そのため，本稿はウクライナ侵攻によ
るエネルギー事情の変化を反映していないこと
を記しておきたい。

注 

 注1）　ロシアの平均年齢は38.73歳（2015年国連），
15歳未満人口比率は 17.61%，15～64歳人口
比率が 68.22%，65歳以上人口比率が 14.18%
であった。本稿のサンプルには 19歳未満の回
答者がいない分，平均年齢は若干高い。 

 注 2）　大卒人口比率（25歳-64歳）は 53.06%（2016
年 OECD）であり，本稿の年齢構成と大差は
ない。 

 注 3）　旧ソ連時代に建てられた大半のアパートは
コンクリート製で，床下の通気性を考えて建
物が支柱の上に載せられた構造になっている
ため，安定性を保つには永久凍土の地面が凍っ
ていないと建物が倒壊する恐れがある［25］。 

 注 4）　再生可能エネルギーを推進する理由につい
ては，再生可能エネルギーを推進する人も推
進しない人も，どちらも複数回答してもらっ
ている。再生可能エネルギーを推進しない人
でも，再生可能エネルギーを推進する理由が
あるかもしれないためである。 

 注 5）　ロシアは，気温が低下して厳しい環境とな
る数カ月の間，暖房のために多くの石油やガ
スを使用するが，気象当局によると，現在の
温暖化傾向が続けば，2050年までに 5～10%
の暖房費が削減できる可能性があるとしてい
る［26］。 

 注 6）　エネルギー資源確認埋蔵量は，2015年時
点でウランが 102年，2016年時点で石油が 51
年，天然ガスが53年，石炭が153年である［27］。 

 注 7）　再生可能エネルギーを推進しない理由につ
いても，再生可能エネルギーを推進する人も
推進しない人も，どちらも複数回答してもらっ

ている。再生可能エネルギーを推進する人で
も，再生可能エネルギーを推進しない理由が
あるかもしれないためである。 

 注 8）　高速増殖炉を推進する理由についても，高
速増殖炉を推進しない人でも，推進する理由
があるかもしれないため，複数回答してもらっ
ている。 

 注 9）　高速増殖炉を推進しない理由についても，
高速増殖炉を推進する人でも，推進しない理
由があるかもしれないため，複数回答しても
らっている。 

注 10）教育については，高卒，短大卒，大学卒，
大学院修了ダミーというように分解して計測
する方法もあるが，今回の推計では得点化し
た離散変数を教育年数の代理変数として導入
した。 
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